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AIによる我が国経済成長へのインパクト

（出所）左：McKinsey＆Company「生成AIがもたらす潜在的な経済効果」（2023年6月）※1ドル＝145円で計算 
右：みずほリサーチ＆テクノロジーズ「AI利活用がもたらす日本経済への影響～期待される140兆円の経済効果実現に向けた課題と対応方向性～」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2026年1月）に基づき機械的に試算 1

AIによる世界におけるGDP押し上げ効果 AIによる我が国GDPの押し上げの簡易的な試算

 生成AIの社会実装に伴う労働生産性向上に基づく経済効果は、世界全体で最大1,000兆円を超えると見込まれている。
 例えば、我が国においても、2035年までにAIの社会実装は労働生産性を約1.3％押し上げるとの試算が存在。同試算を
踏まえた一定の仮定の下での簡易的な試算に基づけば、我が国のGDPは3％程度（30兆円程度）押し上げられる。
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内閣府中長期経済試算における名目GDPの試算（GDP成長率 3.5%程度）

902兆円

934兆円

＋32兆円

AIによる生産性押し上げ効果を踏まえた名目GDPの試算（GDP成長率 3.1%程度）

※「中長期の経済財政に関する試算」の成長移行ケースにおいては、DXやGX等の政府の政策により、
 TFPが中長期的に0.5％から1.4％へと高まると想定。他方で、みずほリサーチの試算では、AIによる
 労働生産性の押し上げ効果を1.3％程度と想定しているところ、定義上、TFPは労働生産性に含まれる
 ことから、その重複を機械的に排除して簡易的に試算。
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データセンターサービス市場見通し（世界）
 一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）によると、2030 年におけるデータセンターサービス世界市場は 1 兆 

7,200 億ドルで、2025 年比で 2 倍超の市場規模となる見通し。

（出所）JEITA （https://www.jeita.or.jp/japanese/topics/2025/1216-2.pdf）より経済産業省作成
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国内におけるデータセンター整備の必要性
• 生成AIは、作業の効率化・最適化を通じ、今後の我が国産業における生産性向上やイノベーション創出のカギとなる
技術。人口減少による構造的な人手不足に直面する我が国においても、生成AI＋ロボットなどのデジタル技術の活用
をあらゆる産業で進めていく必要がある。

• 生成AIの稼働に必要となる計算能力は加速度的に増加しており、大規模な計算資源の確保が急務。特に、データセ
キュリティ確保や低遅延性等が重視される用途においては、国内の計算資源が求められる。

安全
保障

経済/
ビジネス
波及
効果

 自国のデータセキュリティの強化

 低遅延性が求められる産業用途などに
適切に対応する必要

 AIの開発・利用拡大への対応

 海外からの投資呼び込み

データセンターの国内整備の必要性

（出所）第１３回GX実行会議から一部追記・修正（出所）Notable AI Models（https://epoch.ai/data/notable-ai-models）

AI開発に必要な計算量の推移

新しいAIの登場で
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デジタル関連収支の状況
• 2025年のデジタル関連収支は6.6兆円の赤字。そのうち、専門・経営コンサルティングサービスが2.5
兆円、コンピュータサービスが2.3兆円、著作権等使用料が1.8兆円の赤字となっている。
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①専門・経営 ②コンピュータサービス ③著作権等使用料
（出所）日本銀行・財務省「国際収支統計」を基に作成

デジタル関連収支の推移（単位：兆円）
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日本成長戦略における検討状況
• 「クラウド・データセンター」は、データ・AI利活用を支える基盤であり、国内で足元４兆円規模・年20％超で拡大を続ける成長市
場として、日本成長戦略会議 デジタル・サイバーセキュリティ分野における「主要な製品・技術等」に選定。

日本成長戦略会議第２回資料より抜粋



6

• 「クラウド・データセンター」は、データ・AI利活用を支える基盤。国内での整備と利活用の拡大を官民で加速する
こととしている。

日本成長戦略会議戦略分科会（第３回）資料２より抜粋

日本成長戦略における検討状況



 今後、データセンターが急増する中で、電力系統増強・脱炭素電源の活用が課題。電力系統の先行的な整備を通じた、
データセンターの大規模集積と適正立地を促すことで、電力・通信インフラ整備を効率的に行うワット・ビット連携を
実現する。

 具体的には、①短期的に、早期に電力供給を開始できる場所を示す「ウェルカムゾーンマップ」を活用したデータセン
ター立地の促進、②中長期的には、「ＧＸ戦略地域制度」の枠組みを活用し、電力インフラの先行整備を通じたデータ
センター集積地の形成を進め、電力インフラとデータセンターの一体的整備に取り組んでいく。

7

ワット・ビット連携の実現

（出所）第１５回GX実行会議 資料１
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「GX戦略地域制度」 の創設
産業資源であるコンビナート跡地等や地域に偏在する脱炭素電源等を核に、「新たな産業クラスター」の創出を目
指す「GX戦略地域制度」を創設する。

①～③類型では、自治体及び企業が計画を策定し、参画した上で、国が地域を選定し、支援と規制・制度改革
（国家戦略特区制度とも連携）を一体的に措置する。④類型では、脱炭素電源を活用する事業者支援を行う。

コンビナート跡地等を有効活用し、産業ク
ラスターを形成

①コンビナート等再生型
電力・通信インフラ整備の効率性を踏まえ
たDC集積及びそれを核とした産業クラス
ターを形成

②データセンター集積型 ③脱炭素電源活用型
（GX産業団地）

「GX戦略地域制度」の類型

④脱炭素電源地域貢献型
（脱炭素電源を活用し、当該電源の立地地域に貢献する事業者の設備投資を後押し）

脱炭素電源を活用した団地を整備し、当
該電源を核とした産業クラスターを形成

地域選定のスケジュール（①～③類型）
12月23日
公募開始

一次審査※

4/24
有望地域決定

計画の洗練／最終審査※

夏頃
最終決定

※外部有識者による審査委員会において審査

支援を実施公募

２月13日
〆切



大胆な投資促進税制の創設（法人税・所得税・法人住民税・事業税）

• 国内投資の拡大を通じて、日本企業の「稼ぐ力」を向上させ、賃上げを含めた好循環を形成するため、高付加価値化のための大胆な設備
投資を促進する税制（建物を含む即時償却や税額控除7%等）を創設する。

新設

対象
業種 原則全ての業種を対象

対象
資産
要件

• 生産等に必要な設備等（機械装置、器具備品、
工具、建物、構築物、建物附属設備、ソフトウェア）

• 投資下限額：35億円以上（中小企業者等に
ついては5億円以上）

• ROI水準：15%以上

措置
内容

• 即時償却または税額控除７%（建物、建物附属設備及び
構築物は税額控除４％）

 控除上限：法人税額の20%
• 事業環境の急激な変化による影響への対応（繰越税額控
除）

 予見し難い国際経済事情の急激な変化に対応するための
計画を法律に基づく認定を受けた事業者について、最大3年
間の繰越が可能。

措置
期間

令和11年3月31日までの間に設備投資計画につき法律に基
づく確認を受けた者が、その確認を受けた日から5年を経過す
る日までの間に取得等をし、事業の用に供した設備等を対象。

各国の投資促進策の動向

米国

ドイツ

• 2025年7月に成立したOBBB法において、米国内での設
備投資に対して即時償却措置を恒久化しつつ、その対
象に建物を追加(建物は時限措置)。

• 2025年7月に成立した減税法において、設備投資償却
率を最大30％に引き上げつつ、2028年より法人税率を
１％ずつ５年間引き下げ予定（実施後は24.9%）。

日本 •大胆な投資促進税制を創設。

•2030年度135兆円、2040年度200兆円の官民目標実現に向け、
国内投資を拡大。（2024年度は106兆円）

新たな設備投資税制への期待
※経産省から企業へのヒアリングより抜粋
＜海外投資→国内投資＞
•電子部品製造
「海外立地か国内立地かの判断に必要
不可欠」
•自動車
「関税の逆境下での国内投資の維持・
拡大に極めて有効」

＜投資規模小→投資拡大・実現＞
•造船
「回収に長期を有する大規模投資の判
断が可能」
•半導体部品
「短期の投資サイクル競争の中での生
き残りの支えになる」
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概要
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